
1．イントロダクション

経済活動に伴う環境破壊や地球温暖化の進展により、環境保全やそれに資する CO2 排出量の削減、
資源の循環的再利用などの研究の必要性が高まっている。ここでは、環境経済学の分野において、理論
的、実証的研究の蓄積が比較的進んでいないと思われる、自然資源の循環的再利用に焦点を当て、これ
らの問題に環境経済学の観点から接近する。
自然資源の循環的再利用は、新資源の採掘量を削減し、環境や生態系に与えるダメージを低減させる
とともに、廃棄物の排出量を削減し、環境汚染を低減させる効果を持つ。このような観点からの研究
は、循環経済モデルと呼ばれる、資源の循環的再利用のプロセスをマクロ経済モデルに取り入れた研究
により展開されてきた。このような問題意識は、Boulding（1968）の指摘により、有限な自然資源の長
期継続的利用のための研究として始まった。Anderson（2007）は、Pearce and Terner（1990）に基づ
いて、循環経済のモデルを定式化し、資源の循環的再利用の進展のため、廃棄物やそれがもたらす外部
性のコストを明確化することの重要性を指摘した。また、Block and Taylor（2010）は、汚染除去の技
術進歩を明示的に取り扱い、循環経済モデルにおいて経済成長と汚染水準との間によく知られた逆 U
字パターンが存在することを示した。
近年、Bongers and Cases（2022）は、資源の中間投入を伴う経済成長モデルにリサイクル活動を導
入し、リサイクルと経済成長の関係を検討した。その結果、リサイクル率と経済成長率の間には S 型
の関係があり、リサイクル率の上昇が経済厚生を高めることが示された。また、数値計算により、汚染
水準と経済成長との間に逆 U 字の関係があること、また、リサイクル技術の向上が経済成長につなが
り、資源価格の上昇が経済成長を抑制することが示された。
Kasioumi and Stengos（2023）は、リサイクル可能な汚染物質を含む経済成長モデルを用いて、汚染
ストックと経済成長との間の環境クズネッツ曲線の関係を検討した。その結果、汚染水準と経済開発の
間の逆 U 字関係を見出すとともに、リサイクル活動が経済成長率を高めることを発見した。
これらのモデルは、循環経済におけるリサイクル活動と経済成長の関係性をとらえた興味深い関係性
を明らかにしている。ところが、モデルの単純な構造との関係により、リサイクル活動に伴う費用の表
現が十分ではなく、ともにリサイクル費用なしに廃棄物あるいは汚染物質の一定割合がリサイクルされ
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ると仮定している。したがって、多くの資源リサイクルに必要となる高額のリサイクル費用がモデルに
取り込まれていないので、リサイクルに伴う経済成長効果が過度に高く評価されている可能性がある。
また、これらのモデルはじめ既存のモデルの多くが汚染物質や汚染水準と経済開発との関係性を問題
としており、環境クズネッツカーブの関係性の存在が研究の中心となっている。環境クズネッツカーブ
からは、資源のリサイクル活動と経済の持続可能性の関係性について、ある程度の情報が得られる。し
かしながら、Johansson（1993）、Markandya, Pearce and Barbier（1990）などの研究により蓄積され
た持続可能な経済発展の研究成果をモデルに導入するならば、リサイクル活動と持続可能な経済成長に
関するさらに興味深い研究成果が得られることが期待される。
以上のような観点から、この研究においては、リサイクル活動のために労働や資源の投入を考慮する
リサイクル生産関数を明示的に取り扱い、資源リサイクルのコストを明示的に取り扱った上で、最適な
リサイクル率やリサイクル率と経済成長率との関係を検討する。また、環境資本ストックを導入するこ
とにより、経済の持続可能性を表す指標を用いて、リサイクル活動や経済の汚染水準と持続可能性の関
係性を明らかにするとともに、持続可能性の観点から見た最適なリサイクル活動を検討する。

2．基本モデル

前提
生産活動：Bongers and Cases（2022）と同様に、生産関数に中間財を導入する。生産活動は、資本ス
トック、中間財と労働力を用いて、複合財の生産を行う。また、環境資本ストックは生産水準に対して
正の外部性を与え、汚染水準は負の外部性をもたらすと仮定する。さらに、生産活動に伴い汚染物質が
排出されると仮定する。これは、汚染除去活動により減少させることができる。
消費者：個人は労働供給と資本投資により得た所得を用いて、消費活動を行う。効用関数は財の消費と
労働供給、環境資本ストックと汚染水準に依存すると仮定する。財の消費は消費者に正の効用をもたら
し、労働供給は負の効用をもたらす。また、環境資本ストックは正の、また、汚染水準は負の外部性を
もたらすと仮定する。さらに、財の消費に伴って一定の廃棄物が排出されると仮定する。これは、リサ
イクル活動により中間財へと転換することができる。
環境資本ストック：Johansson（1993）、Markandya, Pearce and Barbier（1990）などと同様に、環境
資本ストックは、環境の保全状況を示す状態変数として導入する。これは、廃棄物の排出や汚染水準に
より低下するとともに、中間財としての新資源の採掘により低下する。逆に汚染除去活動やリサイクル
活動による再生産資源の増加により上昇するとともに、一定の自然の復元力を持つと仮定する。
リサイクル活動：リサイクル関数は、生産要素としての労働と財の投入により廃棄物を再資源化する活
動である。消費に伴い発生する廃棄物をリサイクルすることにより、生産プロセスに投入可能な中間財
に再生され、新規資源の投入量を減らすことができるとともに廃棄物の排出が削減されることにより、
汚染を低く保つことができる。また、この関数は、廃棄物の量が高くなればよりコストが高くなる。
汚染除去活動（環境保護活動）：生産活動に伴い汚染物質が排出されるが、それは中間財投入の増加と
ともに増加すると仮定する。また、消費活動に伴う廃棄物のうちリサイクル処理されない部分は、経済
の汚染水準を高めると仮定する。汚染除去活動は、労働力と生産された財の要素投入により汚染水準を
低下させる活動であり、汚染水準を低下させることにより消費者や生産活動への外部不経済効果を低下
させるとともに、環境資本ストックの再生産効果を高め、持続可能性を高めると考える。

モデル
効用関数：消費者は無限期間に渡り生存すると仮定する。簡単のため消費者の数は、一定にとどまると
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仮定する。したがって、消費者の無限期間にわたる効用は、次のように示される。������������������� （1）

ここで、�は財の消費量、�は労働供給量、�は環境資本ストック、�は汚染水準を示している。
生産関数：生産活動は、資本ストックと労働、中間財を投入して複合財を生産する過程である。生産活
動には、汚染水準が負の外部効果を及ぼすと仮定する。	�
������	��� （2）

ここで、	は複合財の産出量、�は資本ストック、�は中間財、�	は生産過程に投入される労働量を
示している。また、中間財の投入量に応じて汚染物質が排出されると仮定する。
リサイクル活動：リサイクルは、生産された財と労働を投入して、消費により発生した廃棄物を再利用
可能な中間財とする活動である。リサイクル関数は、次のように示される。
�
�	
��
� （3）

ここで、
はリサイクルされた再生資源、	
はリサイクル活動のための財の投入量、�
は労働投入量
を示す。
中間財の投入量：中間財の投入量は、新たに採掘された新資源とリサイクル活動により生み出された再
生産資源とからなる。ここで、中間財投入量のうち再生産資源を超える部分が新資源によりまかなわれ
ると仮定する。����
�	
��
� （4）

ここで、�は新資源の量を示す。
環境ストックの動態：環境資本ストックは、Johansson（1993）、Markandya, Pearce and Barbier
（1990）などと同様に、一定の再生産機能を持つと仮定する。環境資本ストックの値が大きければ、再
生産機能は高まり、逆に、経済の汚染水準が高くなればこの機能が損なわれると仮定する。また、新資
源の採掘は、環境資本ストックを低減させ、持続可能性を損なうと考える。����������� （5）

ここで、�は資源の再生産関数であり、上の仮定により�������, �������とする。
資本ストックの蓄積過程：������� （6）

ここで、�は投資、�は資本減耗率である。
汚染水準の決定式：��	��
����
����	
��
������	����� （7）
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ここで、�は生産に伴う汚染の発生率、�は廃棄物に伴う汚染の発生率、�は消費量に対する廃棄物の
排出係数、��は廃棄物、��は汚染除去関数、��は汚染除去に投入される複合財、��は労働投入とす
る。
財市場均衡式：生産された複合財は、個人の消費、資本ストックへの投資に加えて、環境保全投入、リ
サイクル投入として利用される。����������� （8）

労働市場の均衡式：労働は、複合財の生産過程、環境保全活動およびリサイクル活動に雇用される。���������� （9）

3．社会的に最適なリサイクル活動、環境保全活動とその必要条件

この節では、上記の基本モデルについて動的な最適化を行い、社会的に最適な生産、消費、投資、リ
サイクル活動、環境保全活動を求め、最適な状態における資本ストックの蓄積経路、環境資本ストック
の動態を検討する。
動的な最適化問題は、次のように定式化される。��	�����
���������
������������������������������������������������������������������������������������������
�������
������ （10）

この最適化問題は、最適制御の手法を用いて解くことができる。内点解の存在を仮定した上で最適化
のための 1階の条件を求めると次のように示される。	�
	��	���������� （11）	�
	��	����� （12）	�
	��������� （13）	�
	����������� （14）	�
	���������������� （15）	�
	������������� （16）	�
	������������������ （17）	�
�������������� （18）	�
	��������� （19）	�
	��������� （20）	�
	��	��������������� （21）��������	�
	
��������
���� （22）��������	�
	
�����	
����
 （23）
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最適性条件
最適消費、外部効果、および最適リサイクル条件
（11）式は、個人の消費に関する最適条件を示している。��������� （24）

ここでは、消費に伴って一定割合（�）の廃棄物が排出され、それに係数�をかけたものが汚染として
排出されると仮定しているので、その条件は限界効用と財の価格が一致するという通常のものではな
い。（24）式の右辺第 2項の�は、（20）式より得られる�����を用いて（21）式より次の様に示す
ことができる。��������������� （25）

ここで、��は、汚染水準の限界不効用であり、����は汚染が生産活動に及ぼす影響（限界費用）、����は環境資源の再生産に及ぼす汚染の影響（限界費用）を示している。従って、�は廃棄物がもた
らす社会的限界費用を示すことがわかる。このような想定の下では、消費はこの社会的限界費用の分だ
け、通常の最適点より低くとどめることが最適であることを示している。
しかしながら、この社会的限界費用は技術的外部費用であり、個人に直接認識されるものではない。
したがって、現実の市場経済の下では、廃棄物がもたらすこのような外部効果は、個人には認識される
ことなく、消費が（24）式が示す最適点を超えて過剰に行われる。最適な消費のためには、何らかの政
策的手段により、個人にこの社会的外部負経済効果を認識させることが必要となる。
次に、消費に伴う廃棄物をリサイクルする活動の最適性に目を移すと、リサイクル活動に関する

（15）式と（17）式より、次のような最適条件を得る。�	��������
���
�
�
���
�
� ������
�
�
��
�
��� （26）

（26）式の最右辺および右辺は、リサイクル活動に伴い発生する費用を示している。他方、最左辺お
よび左辺は、リサイクル活動から得られる限界収入を示しているが、それはリサイクルから得られる再
資源 1単位の価格に加えて、廃棄物が低下することに伴い節約できる限界社会的外部費用の合計である
ことを示している。ところが、市場経済の下でリサイクル活動が運営される場合には、私的なリサイク
ル運営主体が認識するのは、再生産資源の価格のみであり、この社会的外部費用の節約部分を正しく認
識することができない。したがって、リサイクル活動は社会的に最適な場合と比較して過少な水準にと
どまることがわかる。
このように、リサイクル活動に伴う外部効果が存在する場合には、市場経済において社会的最適を達
成する場合には、補助金等何らかの政策手段が必要となることがわかる。リサイクル活動は、生産に投
入される自然資源の採掘を減じて、環境資本ストックの持続可能性を高めるので、最適なリサイクル活
動を促進することは特に重要である。また、この社会的な外部経済効果に関する（25）式を見ると、こ
れには環境資本ストックの再生産に関わる阻害効果を含むことがわかる（25 式右辺第 3項）。したがっ
て、リサイクル活動が廃棄物の処理を通じて汚染の除去につながるばかりではなく、環境資本の保全に
も一定の促進効果を持つことからもこのような活動の重要性を認識しなければならない。
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最適な環境政策
汚染水準（�）を低減させる環境政策の効果については、上述のように、（21）式に基づいて（25）式
の様に示すことができる。他方、環境政策のコストに関しては、（14）式と（16）式から次のように示
すことができる。���������������������������������������� ��� （27）

ここで、（27）式右辺より際右辺の関係は、環境政策の費用関数あるいは、汚染除去の最適問題（費用
最小化）に関する制約条件式の全微分により示される。
このように、�は、環境汚染の社会的シャドープライスであると同時に、最適な環境政策の下では、

そのコストと一致することがわかる。

経済成長率と汚染水準
次に、経済成長率に関して議論を進める。通常の経済成長モデルにおいては、経済成長率は資本スト
ックの成長率として与えられる。それは、このモデルにおいては、（19）式と（21）式より次のように
示される。�������	
������ （28）

他方、消費の成長率については、（11）式と（19）式から、次のように示すことができる。

ϵ ϵ
������� ��������� ����� �

（29）

ここで、��������������は消費の異時点間弾力性であり、ϵ�����������	��は相対的シェアー
とおいている。
（29）式は、消費の成長率が資本の成長率���������と外部効果の低下率�������に依存して決まるこ
とを意味している。したがって、消費の成長率が資本ストックなど経済の基本的な成長率と一致するた
めには、（25）式により示される財の消費がもたらす外部性が同じ率で低下しなければならない。逆に、
環境の外部効果をともなう市場経済においては、このような消費がもたらす外部効果が個人に正しく認
識されないため、（29）式カギ括弧内は（25）式右辺と一致し、消費はその外部性にかかわらず、経済
の基本的成長率と同じ率で増加してゆくことがわかる。
次に、環境資本ストックの動態について検討しよう。（22）式と（20）式を用いて整理することによ
り、次のような関係が得られる。��������
���

�� （30）

（30）式は、環境資本ストックの成長率が、個人の限界効用を自然資源価格で評価した値とその限界
再生力から割引率を引いた値に依存することを示している。

4．循環経済と経済厚生

環境変数を考慮した経済の厚生水準に関しては、Hartwick（1973）や Johansson（1993）などに従っ
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て、瞬時的効用関数の一次近似を行い、ハミルトニアン、状態変数に関する微分方程式、市場均衡条件
を用いることにより次のような表現を得る。������������������������������ （31）

（31）式は、この経済の瞬時的厚生水準が各時点での効用水準と資本ストック、環境資本ストックの動
態により示されることを意味している。以下では、この式を応用して分析を行う。

経済厚生と国民福祉指標
（31）式に最適化条件式と市場均衡条件式を適用して整理することにより、環境変数を考慮した経済
厚生水準（NMW）は、次のように書き直すことができる。	
���
���

���

���
����

��������������������� （32）

（32）式右辺第 1行は、通常の国民所得概念に対応している。つまり、生産された財により示した個
人消費、資源循環への生産物投入、純投資、公共支出（汚染除去投入）からなっている。次の第 2行
は、環境変数を考慮することに伴う修正を表している。これは、汚染除去に関わる財と労働投入に関す
る費用と環境汚染に伴う負効用を意味している。まず、汚染除去のための費用は、通常の国民所得概念
には含まれるが、厚生指標としての NMW からは除去して考える必要があることを意味している。た
だし、汚染除去による環境改善に伴う便益は、汚染に伴う負効用の低下により示されていることに注意
が必要である。
他方、（32）式第 3行は、環境ストックの効用評価や余暇の経済評価からなっている。第 3行第 1項
は環境資本ストックの厚生評価を示しており、第 3項は余暇時間の評価を労働所得を代理変数として示
したものである。他方、第 2項は、環境資本ストックの経時的な変化に伴う効用変化を示している。環
境資本ストックの効用評価に加えて、この項が含まれる理由は、資源の採掘により増大した生産増に伴
う国民所得増の過大評価を修正するためである。逆に、資源のリサイクル活動により新資源の採掘が減
少するが、それに伴う環境資本ストックの経時的増加はこの項を通じて厚生評価に反映されることがわ
かる。

持続可能な経済成長とサステイナビリティ
持続可能な経済発展の定義にはいくつかのものが見られるが、比較的良く引用されるものとして
Markandya et al.（1990）がある。それは、現時点に達成された所得が、将来消費を低下させないなら
ば、持続可能と考えるものである。この持続可能な所得をさらに検討するために、（10）式の最適化問
題に関するハミルトニアンを時間に関して全微分し、最低条件と市場均衡条件式を代入することによ
り、次のような表現を得る。������������������������������ （33）

（33）式において�������ならば持続可能と定義される。しかしながらこの場合、例えば、環境資
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本ストックの経時的な減少を資本ストックの増加により補う場合にも持続可能と判断されるため、弱い
持続可能性と呼ばれている。さらに、強い持続可能性条件のためには、両ストックともに減少しない、
つまり、�������が求められる。
このように、この定義によれば、経済成長理論における定常状態均衡���������、あるいは定常成
長均衡���������は、持続可能な経済成長と呼べることがわかる。
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